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概要 

「脱炭素経営」が大きな注目を集めている。「脱炭素経営」とは、脱炭素社会1の実現に向けて経営資源を注

力する経営手法である。2015 年のパリ協定の採択や国連総会での SDGs の採択によって、世界的に脱炭素の

機運が高まっており、さらにデジタル・IT の驚異的な発展もその後押しをしている。また、新型コロナウイ

ルス感染症の世界的大流行により企業は大きなダメージを受けており、そこから回復し新たなビジネスモデ

ルを展開していく上でも、「脱炭素」は欠かせない視点となっている。我が国では、2020 年 10 月の菅首相の

「2050 年脱炭素社会宣言」もあり、世界的な脱炭素化の潮流の中で、「脱炭素経営」はグローバル企業や大企

業を中心に広まり、中小企業にも徐々に求められつつある。 

エネルギー白書 20222によると、我が国の 2050 年目標達成に関して追加的に必要な CO2削減量の部門別比

率において、運輸部門は 26％を占めている。本レポートでは、運送事業者に求められる「脱炭素経営」に向

けての取組みについて述べる。 
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1.「脱炭素経営」が求められるようになった経緯 

2015 年 12 月に、国連気候変動枠組条約締約国会議(COP21)において「パリ協定」が採択され、2016 年に発

効した。「パリ協定」は京都議定書(1997 年)に代わる、2020 年以降の温室効果ガス排出削減等のための新た

な国際的な枠組みである。また、京都議定書とは異なり、全ての国が参加する公平な合意である。 

パリ協定の概要は以下の通りとなっている。 

パリ協定の概要3 

・世界共通の長期目標として、地球温暖化による平均気温の上昇を産業革命前と比較して 2℃より十分低

く保つ目標の設定。1.5℃に抑える努力を追求すること。 

・主要排出国を含む全ての国が削減目標を 5年ごとに提出・更新すること。 

・全ての国が共通かつ柔軟な方法で実施状況を報告し、レビューを受けること。 

・適応の長期目標の設定、各国の適応計画プロセスや行動の実施、適応報告書の提出と定期的更新。 

 （以下略） 

これを受けて、各国が長期目標の設定、長期的な計画や行動について発表を行った。我が国では、「パリ協

定に基づく成長戦略としての長期戦略4」を 2019 年 6 月に閣議決定し、国連に提出した。 

また、2015 年 9 月の国連総会で「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択され、2030 年までに

達成すべき 17 の世界的目標として「SDGs(Sustainable Development Goals)」が設定された。SDGs では、13

番目の目標として「気候変動に具体的な対策を」が掲げられている。 

こうした流れを受け、我が国においても、2020 年 10 月に菅首相が、温室効果ガスの排出を 2050 年までに

実質ゼロ、いわゆるカーボンニュートラル（脱炭素社会）の実現を目指すことを宣言する等、脱炭素社会の

実現に向けた社会的機運が高まっている。 

企業においても、自らの事業活動に伴う温室効果ガスの排出だけではなく、原材料・部品調達や製品の使

用段階も含めた排出量を削減する動きや、金融機関の融資先の選定基準に脱炭素の取組状況を考慮するケー

スが増えてきている。 

環境省の「中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック5」では、脱炭素経営に取り組むメリットとし

て、以下の５つを上げている。 

脱炭素経営に取り組むメリット 

① 優位性の構築（自社の競争力を強化し、売上・受注を拡大） 

② 光熱費・燃料費の低減 

③ 知名度や認知度の向上 

④ 社員のモチベーション向上や人材獲得力の強化 

⑤ 新たな機会の創出に向けた資金調達において有利に働く 

 こういったメリットも踏まえ、「脱炭素経営」を、事業基盤の強化や新たな事業機会の創出、企業の持続可

能性強化のための経営戦略として認識し、活用していくことが重要となる。 

                              
3 環境省 HP，パリ協定の概要（仮訳），5p，https://www.env.go.jp/earth/ondanka/cop21_paris/paris_conv-a.pdf 

（アクセス日：2022 年 6 月 21 日）より抜粋し編集 
4 環境省 HP，パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略，2019 年 6 月 11 日，78p， 

https://www.env.go.jp/content/900441718.pdf （アクセス日：2022 年 6 月 27 日） 
5 環境省，中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック，133p，p8-10， 

https://www.env.go.jp/content/900440895.pdf （アクセス日：2022 年 6 月 27 日） 
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2. 事業者の事例紹介 

 先進的な運送事業者は、既に脱炭素社会実現に向けた計画を策定し、公表している。ここでは日本郵政グ

ループ、ヤマトホールディングス、Amazon で公表されている内容を紹介する。 

2.1. 日本郵政グループ 

日本郵政グループでは、グループ中期経営計画「JP ビジョン 2025」6における ESG7目標として「2050 年カ

ーボンニュートラルの実現を目指す」という超長期の目標と、「2030 年度 46％削減（対 2019 年度比）」を掲

げている。 

また、2021～2025 年度までの取り組み内容として、具体的な対策を掲げている。その中で、気候変動に関

する影響が大きいものは、車両の切り替え（電気自動車の導入、燃費のよい車両への切り替え）、また、高効

率空調や LED 照明への切り替え、窓口機器等の更改となっている。 

 

2.2. ヤマトホールディングス 

ヤマトホールディングスでは、2021 年に「ヤマトグループ環境方針」を策定し、公表している8。同社の統

合レポートには、持続可能な社会の実現に向けた環境戦略が詳細に記載されている。長期目標としては、「2050

年 GHG9排出実質ゼロ（自社排出）」が掲げられている。また、中期目標として、2024 年 3 月期に GHG 排出量

2021 年 3 月比 10％削減、GHG 排出原単位 2021 年 3 月期比 10％削減、再生可能エネルギー由来電力 30％使用

を掲げている。 

また、具体的な対策として、2030 年までに小型集配車両の半数に当たる 5,000 台の EV10化を目指し、長距

離用中型トラックも含めた他業種と共同での EV や FCV11に関する実証実験や、低炭素や大気汚染防止を目指

した自動モビリティの調査・共同研究、モーダルシフト（鉄道・海運）等も進めるなどとしている。 

 

2.3. Amazon 

 Amazon は、Global Optimism12と共同で、2019 年 9 月に気候変動対策に関する誓約「The Climate Pledge」

を発表し、この誓約に署名する最初の企業となった13。The Climate Pledge 誓約企業は、パリ協定が定める

2050 年よりも 10 年早く、2040 年までに事業全体でネットゼロカーボン(脱炭素)を達成することが求められ

ている。 

また、再生可能エネルギーについては、2025 年までに自社の事業を 100％再生可能エネルギーで運営すべ

                              
6 日本郵政グループ，【別添】JP ビジョン 2025～お客様と地域を支える「共創プラットフォームを目指して～」, 2021

年 5 月 14 日，88p，https://www.japanpost.jp/pressrelease/jpn/20210514_03.pdf （アクセス日：2022 年 6 月 20

日） 
7 Environment（環境）、Social（社会）、Governance（ガバナンス）の頭文字 
8 ヤマトホールディングス，統合レポート 2021，75p， 

https://www.yamato-hd.co.jp/investors/library/annualreport/pdf/j_ir2021_2_00_A3.pdf（アクセス日：2022 年 6

月 10 日) 
9 Green House Gas(温室効果ガス) CO2、メタンガスなど 
10 Electric Vehicle 電気自動車 
11 Fuel Cell Vehicle 燃料電池自動車。燃料電池で水素と酸素の化学反応によって発電した電気を使う自動車 
12 国連気候変動枠組条約事務局のクリスティナ・フィゲレス前事務局長が創設した団体 
13 Amazon HP,サステナビリティへの取り組み, 

https://amazon-press.jp/Top-Navi/Sustainability/Sustainability.html （アクセス日：2022 年 6 月 10 日) 
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く取り組んでいる。さらに、電気配送車を開発中であり、2030 年には 10 万台全ての車両が置き換わることを

計画している。 

 

 以上、先進的な運送事業者の例を見てきた。先進的な企業の取り組みには、以下のような共通点があるこ

とがわかる。 

① 長期的な目標の設定 

例えば「2050 年にカーボンニュートラルの実現」といった目標を設定することで、企業としての決意

をステークホルダーに向けて表明しており、従業員など取組の参加者の意識を統一している。 

② 中短期的な目標の設定 

一方、2025 年など中短期的な目標も設定することで、現状見えているソリューションから、現時点で

取り組むべきことを選択し、取り組みをスタートさせている。 

③ 以上を踏まえた計画の策定 

長期的、中短期的な目標を設定し、計画に落とし込むことで結果の検証、目標・計画の再設定などが可

能となる。 

 

3. 「脱炭素経営」の進め方 

前章では、先進的な企業の「脱炭素経営」について見てきた。本章では、運送事業者が具体的に取り組む

方法について考えていく。 

温室効果ガス排出量の大幅削減を進めるためには、運用改善などの省エネ対策のみでは難しい。「中小規模

事業者のための脱炭素経営ハンドブック」では、６つのステップに分けて検討すること推奨している。 

 

削減計画策定へのフロー14 

STEP1 長期的なエネルギー転換の方針の検討 

STEP2 短中期的な省エネ対策の洗い出し 

STEP3 再生可能エネルギー電気の調達手段の検討 

STEP4 地域のステークホルダーとの連携 

STEP5 削減対策の精査と計画へのとりまとめ 

STEP6 削減計画を基にした社内外との議論 

 

 STEP1 の「長期的なエネルギー転換」について、2050 年には我が国の運輸部門がどのようなエネルギーを

使用しているかに関し、2015 年にまとめられた「温室効果ガス削減中長期ビジョン検討会 とりまとめ15」

では、以下のように記載されている。 

 

                              
14 環境省，中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック，133P，p33，  

 https://www.env.go.jp/content/900440895.pdf （アクセス日：2022 年 6 月 27 日） 
15 温室効果ガス削減中長期ビジョン検討会,温室効果ガス削減中長期ビジョン検討会 とりまとめ，2015 年 12 月 16

日，13p，p6，https://www.env.go.jp/council/06earth/y060-129/mat02_6.pdf （アクセス日：2022 年 6 月 27 日） 
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・乗用車ではモーター駆動の自動車が主流となっており、そのエネルギー源は低炭素化した電力や水素で

ある。また、貨物車やバスでは、燃費改善やバイオ燃料、電力や水素をエネルギー源とするモーター駆

動自動車の普及より、石油製品の消費は大幅に削減されている。 

 つまり、長期的には、現在の「ガソリン・軽油など化石燃料」から、「電力・水素・バイオ燃料・天然ガス」

などにシフトしていくことが予想されている。 

 STEP2 の「短中期的な省エネ対策」については、運送事業者ではかなり限定的であるが、建物施設での対策

（LED 照明の導入など）やエコドライブへの取り組みなどが挙げられる。また、配送事業者などでは自転車や

台車を利用しているケースも見られる。 

 STEP3 の「再生可能エネルギー」では、現在一般的に使われているのは太陽光・風力・水力・地熱・バイオ

エネルギーの 5 種類である。近い将来には海洋が生み出す波力や潮流もエネルギー源として利用できる見込

みである。 

 STEP4 の「地域のステークホルダー」は、自治体や金融機関等が挙げられている。自治体や金融機関に相談

することにより、補助金や融資枠でのメリットのみならず、地域の先進事例や類似の取組例などの情報を得

られることもある。 

STEP5 では、以上の STEP1～4 で立案した「削減対策」を精査することとなる。 

最後の STEP6 は、作成された削減計画を幅広く社内外に発信する。積極的に発信することで、社員の協力

が得られ、また社外の幅広いステークホルダーと認識を共有することができ、より実効的な削減対策となる

ことが期待される。 

 「脱炭素経営」の進め方は以上のとおりとなる。自社の現在位置を確認するためにも上記の「削減計画策

定へのフロー」を参考に検討されてみてはいかがだろうか。 

 

4. 「脱炭素経営」に向けた各種施策 

以下、「脱炭素経営」に向け現在採用されている施策および、発展途上であるが実証実験が行われている各

種施策について紹介する。 

4.1. 温室効果ガス排出量の算定 

「脱炭素経営」を進めるにあたり、まずは自社での温室効果ガス排出量の算定が必要となる。現状を把握

し、その後の対策につなげる。中長期的に目標を設定する際にもベースの目標となる。毎年計算することで

取組の進捗の KPI になる。 

算定方法は、「GHG プロトコル16」として国際的な基準が定められている。 

なお、「GHG プロトコル」では、「スコープ（範囲）」の概念が導入されており、スコープ１～３までの排出

量を計算することにより、網羅的に算定することができる。 

スコープ１……温室効果ガスの直接排出 

スコープ２……電気の使用に伴う温室効果ガスの間接排出 

スコープ３……その他の温室効果ガスの間接排出 

                              
16 温室効果ガス（Green House Gas）の排出量を算定・報告するための国際的な基準，出典：World Business Council 

for Sustainable Development & WORLD RESOURCES INSTITUTE，温室効果ガス(GHG)プロトコル 事業者排出量算定報告

基準 改訂版，2005 年 3 月 中央青山サステナビリティ認証機構 改訂・補注版，170p 
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運送事業者のスコープ３で大きいのは、業務委託をしているケースである。輸送の一部を業務委託してい

る場合は、「業務委託した輸送」において発生する温室効果ガスについてスコープ３として算定が必要である。 

 

4.2. 電動化と再生可能エネルギーの導入 

前章で述べた通り、電動化して再生可能エネルギーを導入することで脱炭素化が図られる。今後、技術革

新により発電量・蓄電量の向上と価格ダウンが見込まれる。それに向けて電気自動車の導入が検討できるで

あろう。また、水素を使う燃料電池自動車の導入もバスなどを中心に進んでいる。 

 現状の課題としては、電気自動車については、航続距離がガソリン車に比べ短い（寒冷地や酷暑地ではエ

アコンの使用によりさらに短くなる）、充電時間が長い、充電する電気スタンドの普及が限定的である、また、

一般的には導入コストが高いことが挙げられる。燃料電池自動車においても、水素ステーションの普及が限

定的であり、導入コストも高い。 

 現状では、自社の車両の入れ替えタイミングに合わせ、導入の計画を立てるのが合理的であろう。 

 

4.3. DX17推進 

近年、DX が注目を集めている。経済産業省は、DX を「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データ

とデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとと

もに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。18」と

定義している。前述の通り、「脱炭素経営」の実現のためには、製品やサービス、ビジネスモデルの変革が必

要であり、そのためには DX は必須であるといえる。以下、現時点で取り組まれている主な DX の事例を取り

上げる。 

 

4.3.1. 自動運転、自動配送 

2022 年 4 月 19 日に道路交通法が改正され、特定の条件下でシステムが全ての運転操作を行う自動運転「レ

ベル４」が解禁となった19。同法は今年度中にも施行され、実際の運行が可能となる。今回の改正で、公道の

決まった経路を無人のバス型車両が遠隔監視で走ることが可能となる。 

また、物流においては、2021 年にトラックの高速道路での「隊列走行20」の実験が実施されており21、現在

は 2025 年度以降の高速道路におけるレベル４自動運転トラックの実現が目標となっている。 

 バスやトラックの運転が「自動化」されることで自動車の燃費が向上する。人間の運転ではアクセル操作

やブレーキ操作でムダやムラが出ることにより燃費が悪化するが、「自動化」された運転プログラムは適切な

                              
17 Digital Transformation 
18 経済産業省，デジタルトランスフォーメーションを推進するためのガイドライン（DX 推進ガイドライン）Ver.1.0，

平成 30 年 12 月，9P，p2，https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/dx/dx_guideline.pdf （アクセス日：2022 年 6

月 6日） 
19 朝日新聞デジタル,完全自動運転、特定条件下で可能に 改正道交法が成立,2022 年 4 月 19 日, 

https://digital.asahi.com/articles/ASQ4M4K7NQ4LUTIL02F.html （アクセス日：2022 年 6 月 22 日） 
20 2021 年に実現したのは 3台の大型トラックが、時速 80km で車間距離約 9m の車群を組んで走行するもの 
21 経済産業省,高速道路におけるトラックの後続車無人隊列走行技術を実現しました,2021 年 3 月 5日, 

https://www.meti.go.jp/press/2020/03/20210305003/20210305003.html （アクセス日：2022 年 6 月 22 日） 
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「教師データ22」を用いた学習により、ムダやムラのない運転が可能となり、与えられた条件下において最大

の燃費を引き出す走行が可能となり、CO2排出量の削減が期待される。 

 

4.3.2. マッチングによる効率化 

 営業用トラックの積載効率（輸送トンキロ／能力トンキロ）は年々下がり、約 40％となっている23。つま

り、許容される積載量の半分以下で走行している状態である。既に空車と積み荷をマッチングする求貨求車

システムが展開されているが、DX によりデータの粒度が上がることで、さらにマッチングが進み積載効率の

改善が期待される。 

 また、乗客と荷物のマッチングにより、バスやタクシーを用いて貨物を運送する「貨客混載24」の取り組み

もスタートしている。 

 いずれの取り組みにおいても、生産性向上および CO2排出量の削減が期待できる。 

 

4.3.3. 配送ロボットおよびドローンの活用 

 技術の進歩により自動で走行する「自動配送ロボット」が開発され、いくつかの企業および地域で実証実

験が実施されている25。また、「ドローンを活用した荷物配送」も同様に各地で実証実験が行われている。技

術開発や法整備も進捗しており、かなり近未来に実現することが期待される。これらは、特に人口の少ない

地方にて、少量の荷物を届けるケースなどで活用できれば、従来の自動車やバイクなどを使うのに比べ、大

幅に CO2排出量を削減することが可能となる。 

 

5. おわりに 

以上、運送事業者の「脱炭素経営」に向けた事例、進め方、各種施策について見てきた。脱炭素社会の実

現に向け、取り組むべき課題は多く、必要な要素技術はまだ発展途上である。我が国および多くの国で掲げ

ている「2050 年カーボンニュートラル（脱炭素）」はとてつもなく高い目標であり、だからこそ早期に着手

し、各国や各企業が協調して取り組むべき課題であるといえよう。 

最後に、少し異なる視点から私見を述べる。国土交通省の資料によると、トラック・バス・タクシーの運

転者は、全職業平均に比べ、労働時間が１～２割長い26。我が国の産業や、我々の生活は、長年にわたり運送

事業者の運転者の個々の頑張りにより支えられてきたといえる。今般のカーボンニュートラルへの取り組み

は、目標が極めて高いため、「個々の運転者の頑張り」で達成できるようなものではない。「仕組み」や「ビ

                              
22 人工知能による機械学習で使用される例題と正解の組み合わせデータ 
23 国土交通省,物流を取り巻く動向について,2020 年 7 月, 84p，p11, 

https://www.mlit.go.jp/common/001354692.pdf （アクセス日：2022 年 6 月 22 日） 
24 国土交通省,貨客混載を通じた自動車運送業の生産性向上について, 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000032.html （アクセス日：2022 年 6 月 13 日） 
25 経済産業省 商務・サービスグループ物流企画室,自動配送ロボット～公道実証実験の制度等について～（令和 4年 2

月 1日時点）,6p，https://www.meti.go.jp/policy/economy/distribution/220201-1.pdf （アクセス日：2022 年 6 月

14 日） 
26 国土交通省,自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議について，5p，p2， 

https://wwwtb.mlit.go.jp/kinki/content/000039576.pdf （アクセス日：2022 年 6 月 22 日） 
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ジネスモデルの変革」など DX 施策を取り入れることにより達成がみえてくる。また、その結果として運転者

の働き方改革にもつながっていくことを期待したい。 
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